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(57)【要約】
【課題】被着体を充分に固定できる密着性と、軽剥離性とを両立した粘着テープを提供す
る。
【解決手段】シリコーン化合物を含有する粘着剤層を有する粘着テープであって、前記粘
着剤層表面に４０５ｎｍの紫外線を粘着剤層表面への照射量が２５００ｍＪ／ｃｍ２とな
るよう照射した後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いて前記粘着剤層表面のＳｉイオン強度比０
（Ｓｉイオン強度／全体イオン強度）を測定し、次いで、Ｓｉイオン強度比０を測定した
粘着剤層の表面部分に１回スパッタリングを行った後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いてＳｉ
イオン強度比１を測定し、次いで、前記スパッタリング及び測定工程をｎ回行い、Ｓｉイ
オン強度比０～ｎを得た時の、Ｓｉイオン強度比１～５の平均値（Ａ）と、Ｓｉイオン強
度比２０～２５の平均値（Ｂ）との比（Ａ／Ｂ）が、１．１以上３．０以下である、粘着
テープ。
【選択図】なし



(2) JP 2020-184612 A 2020.11.12

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
シリコーン化合物を含有する粘着剤層を有する粘着テープであって、
前記粘着剤層表面に４０５ｎｍの紫外線を粘着剤層表面への照射量が２５００ｍＪ／ｃｍ
２となるよう照射した後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いて前記粘着剤層表面のＳｉイオン強
度比０（Ｓｉイオン強度／全体イオン強度）を測定し、
次いで、Ｓｉイオン強度比０を測定した粘着剤層の表面部分に１回スパッタリングを行っ
た後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いてＳｉイオン強度比１を測定し、
次いで、前記スパッタリング及び測定工程をｎ回行い、Ｓｉイオン強度比０～ｎを得た時
の、
Ｓｉイオン強度比１～５の平均値（Ａ）と、Ｓｉイオン強度比２０～２５の平均値（Ｂ）
との比（Ａ／Ｂ）が、１．１以上３．０以下である、粘着テープ。
【請求項２】
前記Ｓｉイオン強度比１～５の平均値が０．００１以上０．０３以下である、請求項１記
載の粘着テープ。
【請求項３】
基材を有し、前記基材は、２３℃におけるＴＤ方向の曲げ剛性が２．３８×１０－７Ｎ・
ｍ２以上、２．９８×１０－５Ｎ・ｍ２以下である、請求項１又は２記載の粘着テープ。
【請求項４】
前記粘着剤層のゲル分率が４４％以上６７％以下である、請求項１、２又は３記載の粘着
テープ。
【請求項５】
前記シリコーン化合物の含有量が前記粘着剤層を構成する粘着剤１００重量部に対して１
重量部以上４０重量部以下である、請求項１、２、３又は４記載の粘着テープ。
【請求項６】
半導体を製造するために用いられる、請求項１、２、３、４又は５記載の粘着テープ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
半導体パッケージ等の電子部品の製造において、各部材を粘着テープで仮固定することが
ある。例えば半導体パッケージの製造においては、ウエハ上に作られた多数の個片化され
る前の半導体パッケージを個片化された半導体パッケージに分割するダイシングが行われ
る。その際、半導体パッケージの位置ずれや損傷等を防止するために粘着テープ（ダイシ
ングテープ）が用いられている。例えば、特許文献１には光硬化性の粘着剤層を有し、硬
化前の粘着剤層の破断伸び率を特定の範囲とすることで、チップとびの抑制と優れたピッ
クアップ性を確保できるダイシングテープが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－１４９３９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
一方、携帯電話等の通信機器は通信の高速化や扱う情報量の増加等によって高周波化が進
んでおり、この高周波によるノイズが半導体パッケージの誤作動を引き起こすという問題
が生じている。特に、近年の通信機器は小型化によるデバイス密度の増加やデバイスの低
電圧化が進んでいるため、半導体パッケージは高周波によるノイズの影響を受けやすくな
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っており、誤動作の問題が顕著になってきている。
この問題に対し、スパッタリングによって半導体パッケージを金属の膜で覆うことで、高
周波を遮断する方法が提案されている。このようなスパッタリング工程を有する半導体パ
ッケージの製造方法では、半導体パッケージに保護テープとして粘着テープを貼り付け、
ダイシングが行われた後にスパッタリングが行われる。スパッタリングが行われた後はニ
ードルピックアップ等によって粘着テープから剥離される。
【０００５】
ダイシングからピックアップまでを粘着テープを貼り付けたまま一連の工程として行う場
合、ダイシングにおいては半導体パッケージを確実に固定できる密着性が要求される一方
、ピックアップ時には、ピックアップ不良を防ぐために軽剥離であることが求められる。
しかしながら、密着性と軽剥離性とはトレードオフの関係であるため、密着性と軽剥離性
とを両立した粘着テープを得ることは困難である。
【０００６】
本発明は、被着体を充分に固定できる密着性と、軽剥離性とを両立した粘着テープを提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本発明は、シリコーン化合物を含有する粘着剤層を有する粘着テープであって、前記粘着
剤層表面に４０５ｎｍの紫外線を粘着剤層表面への照射量が２５００ｍＪ／ｃｍ２となる
ように紫外線を照射した後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いて前記粘着剤層表面のＳｉイオン
強度比０（Ｓｉイオン強度／全体イオン強度）を測定し、次いで、Ｓｉイオン強度比０を
測定した粘着剤層の表面部分に１回スパッタリングを行った後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用
いてＳｉイオン強度比１を測定し、次いで、前記スパッタリング及び測定工程をｎ回行い
、Ｓｉイオン強度比０～ｎを得た時の、Ｓｉイオン強度比１～５の平均値（Ａ）と、Ｓｉ
イオン強度比２０～２５の平均値（Ｂ）との比（Ａ／Ｂ）が、１．１以上３．０以下であ
る、粘着テープである。
以下に本発明を詳述する。
【０００８】
本発明の粘着テープは、シリコーン化合物を含有する粘着剤層を有し、上記粘着剤層表面
に４０５ｎｍの紫外線を粘着剤層表面への照射量が２５００ｍＪ／ｃｍ２となるように照
射した後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いて上記粘着剤層表面のＳｉイオン強度比０（Ｓｉイ
オン強度／全体イオン強度）を測定し、次いで、Ｓｉイオン強度比０を測定した粘着剤層
の表面部分に１回スパッタリングを行った後に、ＴＯＦ－ＳＩＭＳを用いてＳｉイオン強
度比１を測定し、次いで、上記スパッタリング及び測定工程をｎ回行い、Ｓｉイオン強度
比０～ｎを得た時の、Ｓｉイオン強度比１～５の平均値（Ａ）と、Ｓｉイオン強度比２０
～２５の平均値（Ｂ）との比（Ａ／Ｂ）が、１．１以上３．０以下である。
上記測定においてＴＯＦ－ＳＩＭＳは、粘着剤層の表面に存在するシリコーン離型剤の量
をイオン強度比の形で示す役割を果たし、スパッタリングは、粘着剤層の表面を厚み方向
へ削る役割を果たす。上記測定を行うことによって、粘着テープの粘着剤層の厚み方向に
対する離型剤の分布を得ることができる。上記Ｓｉイオン強度比１～５の平均値、つまり
、粘着剤層の表面付近における離型剤の量と、Ｓｉイオン強度比２０～２５の平均値、つ
まり、粘着剤層の内部における離型剤の量との比が上記範囲であることで、被着体を充分
に固定できる密着性を発揮しながらも粘着テープが不要となった際には容易に剥離するこ
とができる。上記Ａ／Ｂが１．１未満であると、離型剤が充分に被着体との界面にブリー
ドアウトしていないことから剥離性が低下し、上記Ａ／Ｂが３．０以上であると、被着体
との界面に存在する離型剤の量が多くなりすぎて密着性が低下してしまう。密着性と軽剥
離性をより両立する観点から、上記Ａ／Ｂは１．２以上であることが好ましく、１．３以
上であることがより好ましく、１．４以上であることが更に好ましく、１．６以上である
ことが更により好ましく、１．８以上であることが特に好ましく、２．９以下であること
が好ましく、２．８以下であることがより好ましく、２．６以下であることが更に好まし
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く、２．４以下であることが更により好ましい。なお、上記Ａ／Ｂは粘着剤の種類、離型
剤の種類及び粘着剤テープの製造方法によって調節することができる。例えば、粘着剤に
アクリル系粘着剤を用いた場合はシリコーン化合物が効果的に働くことから上記Ａ／Ｂを
満たしくやすくなる。また、製造方法については、粘着剤テープ製造時の乾燥条件、養生
条件などの条件によって上記Ａ／Ｂを調節可能である。
【０００９】
飛行時間型二次イオン質量分析法（ＴＯＦ－ＳＩＭＳ：Ｔｉｍｅ－ｏｆ－Ｆｌｉｇｈｔ　
Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｉｏｎ　Ｍａｓｓ　Ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｒｙ）は、固体試料にイ
オンビーム（一次イオン）を照射し、表面から放出されるイオン（二次イオン）を、その
飛行時間差（飛行時間は重さの平方根に比例）を利用して質量分離する方法である。ＴＯ
Ｆ－ＳＩＭＳでは、試料表面から厚み方向に１ｎｍの領域に存在する元素や分子種に関す
るスペクトル情報を高い検出感度で得ることができる。
【００１０】
スパッタリングは、真空中でアルゴン等の高圧ガスを噴出し、形成されたガスクラスター
、酸素、セシウム等をイオン化し、高速でターゲットの表面にイオンビームを照射するも
のであり、ターゲットの表面をナノメートル～マイクロメートルオーダーの深さで切削し
ていくことができる。
【００１１】
上記スパッタリングと上記ＴＯＦ－ＳＩＭＳ測定を交互に繰り返して得られたスペクトル
情報から深さ方向プロファイルを得ることが可能である。具体的には、スパッタリング回
数を横軸、スパッタリング回数における２次イオンの強度比を縦軸として、測定値をプロ
ットし、スパッタリングの回数と二次イオン強度比との関係をグラフ化することで、デプ
スプロファイルを得ることができ、粘着剤層表面から深さ方向への各イオンの分布を評価
できる。
ＴＯＦ－ＳＩＭＳに用いる分析装置としては、アルバック・ファイ社製「ＰＨＩｎａｎｏ
ＴＯＦＩＩ」等が挙げられる。また、上記測定において、上記Ｓｉイオン強度比は、Ｂｉ

３
＋＋イオンガン（電圧：３０ＫＶ、電流：０．５μＡ）を測定用の一次イオン源とし、

アルゴンクラスターイオン（電圧：５ＫＶ、５ｎＡ）をスパッタリング用のスパッタ源（
二次イオン源）とするデュアルビーム法を用いて測定を行う。
ここで、アルゴンガスクラスターイオンはアルゴン原子が約数千個集まってクラスターを
形成したものを用いる。
【００１２】
上記Ｓｉイオン強度比１～５の平均値は、０．００１以上０．０３以下であることが好ま
しい。
粘着剤層の表面付近のＳｉイオン強度比の平均値が上記範囲であることで、上記Ａ／Ｂの
範囲に調節しやすくなるとともに、密着性と軽剥離性とをより両立しやすくすることがで
きる。密着性と軽剥離性とを更に両立しやすくする観点から、上記Ｓｉイオン強度比１～
５の平均値は０．００２以上であることがより好ましく、０．００３以上であることが更
に好ましく、０．００６以上であることが更により好ましく、０．０２５以下であること
がより好ましく、０．０２以下であることが更に好ましく、０．０１５以下であることが
更により好ましい。
【００１３】
上記粘着剤層を構成する粘着剤（以下、単に粘着剤という）は特に限定されず、非硬化型
の粘着剤、硬化型の粘着剤のいずれを含有するものであってもよい。具体的には例えば、
ゴム系粘着剤、アクリル系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、シリコーン系粘着
剤、ポリエステル系粘着剤、ポリアミド系粘着剤、ウレタン系粘着剤、スチレン・ジエン
ブロック共重合体系粘着剤等が挙げられる。なかでも、上記Ａ／Ｂを満たしやすいことか
らアクリル系粘着剤が好適であり、アクリル系の硬化型粘着剤であることがより好ましい
。
【００１４】
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上記硬化型粘着剤としては、光照射により架橋、硬化する光硬化型粘着剤や加熱により架
橋、硬化する熱硬化型粘着剤等が挙げられる。
上記光硬化型粘着剤としては、例えば、重合性ポリマーを主成分として、光重合開始剤を
含有する光硬化型粘着剤が挙げられる。
上記熱硬化型粘着剤としては、例えば、重合性ポリマーを主成分として、熱重合開始剤を
含有する熱硬化型粘着剤が挙げられる。なかでも、被着体を損傷し難く、容易に硬化を行
えることから光硬化型粘着剤が好ましい。
【００１５】
上記重合性ポリマーは、例えば、分子内に官能基を持った（メタ）アクリル系ポリマー（
以下、官能基含有（メタ）アクリル系ポリマーという）をあらかじめ合成し、分子内に上
記の官能基と反応する官能基とラジカル重合性の不飽和結合とを有する化合物（以下、官
能基含有不飽和化合物という）とを反応させることにより得ることができる。
【００１６】
上記官能基含有（メタ）アクリル系ポリマーは、アルキル基の炭素数が通常２～１８の範
囲にあるアクリル酸アルキルエステル及び／又はメタクリル酸アルキルエステルと、官能
基含有モノマーと、更に必要に応じてこれらと共重合可能な他の改質用モノマーとを共重
合させることにより得られるものである。上記官能基含有（メタ）アクリル系ポリマーの
重量平均分子量は通常２０万～２００万程度である。
【００１７】
上記官能基含有モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸等のカルボキシル
基含有モノマーや、アクリル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸ヒドロキシエチル等のヒ
ドロキシル基含有モノマーや、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジル等のエポ
キシ基含有モノマーが挙げられる。また、アクリル酸イソシアネートエチル、メタクリル
酸イソシアネートエチル等のイソシアネート基含有モノマーや、アクリル酸アミノエチル
、メタクリル酸アミノエチル等のアミノ基含有モノマー等も挙げられる。
【００１８】
上記共重合可能な他の改質用モノマーとしては、例えば、酢酸ビニル、アクリロニトリル
、スチレン等の一般の（メタ）アクリル系ポリマーに用いられている各種のモノマーが挙
げられる。
【００１９】
上記官能基含有（メタ）アクリル系ポリマーに反応させる官能基含有不飽和化合物として
は、上記官能基含有（メタ）アクリル系ポリマーの官能基に応じて上述した官能基含有モ
ノマーと同様のものを使用できる。例えば、上記官能基含有（メタ）アクリル系ポリマー
の官能基がカルボキシル基の場合はエポキシ基含有モノマーやイソシアネート基含有モノ
マーが用いられる。同官能基がヒドロキシル基の場合はイソシアネート基含有モノマーが
用いられる。同官能基がエポキシ基の場合はカルボキシル基含有モノマーやアクリルアミ
ド等のアミド基含有モノマーが用いられる。同官能基がアミノ基の場合はエポキシ基含有
モノマーが用いられる。
【００２０】
上記重合性ポリマーを得るには、原料モノマーを、重合開始剤の存在下にてラジカル反応
させればよい。上記原料モノマーをラジカル反応させる方法、即ち、重合方法としては、
従来公知の方法が用いられ、例えば、溶液重合（沸点重合又は定温重合）、乳化重合、懸
濁重合、塊状重合等が挙げられる。
上記重合性ポリマーの得るためのラジカル反応に用いる重合開始剤は特に限定されず、例
えば、有機過酸化物、アゾ化合物等が挙げられる。上記有機過酸化物として、例えば、１
，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ｔ－
ヘキシルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、２，５－ジメチル－
２，５－ビス（２－エチルヘキサノイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシ
－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－
ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキ
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サノエート、ｔ－ブチルパーオキシラウレート等が挙げられる。上記アゾ化合物として、
例えば、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスシクロヘキサンカルボニトリル等が挙げ
られる。これらの重合開始剤は単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２１】
上記光重合開始剤は、例えば、２５０～８００ｎｍの波長の光を照射することにより活性
化されるものが挙げられる。このような光重合開始剤としては、例えば、メトキシアセト
フェノン等のアセトフェノン誘導体化合物や、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾイン
イソブチルエーテル等のベンゾインエーテル系化合物や、ベンジルジメチルケタール、ア
セトフェノンジエチルケタール等のケタール誘導体化合物や、フォスフィンオキシド誘導
体化合物が挙げられる。また、ビス（η５－シクロペンタジエニル）チタノセン誘導体化
合物、ベンゾフェノン、ミヒラーケトン、クロロチオキサントン、トデシルチオキサント
ン、ジメチルチオキサントン、ジエチルチオキサントン、α－ヒドロキシシクロヘキシル
フェニルケトン、２－ヒドロキシメチルフェニルプロパン等も挙げられる。これらの光重
合開始剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００２２】
上記熱重合開始剤としては、熱により分解し、重合硬化を開始する活性ラジカルを発生す
るものが挙げられる。具体的には、例えば、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパ
ーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエール、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド
、ベンゾイルパーオキサイド、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルベンゼン
ハイドロパーオキサイド、パラメンタンハイドロパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオ
キサイド等が挙げられる。
これらの熱重合開始剤のうち市販されているものとしては特に限定されないが、例えば、
パーブチルＤ、パーブチルＨ、パーブチルＰ、パーペンタＨ（以上いずれも日油社製）等
が好適である。これら熱重合開始剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されて
もよい。
【００２３】
上記粘着剤層は、更に、ラジカル重合性の多官能オリゴマー又はモノマーを含有していて
もよい。ラジカル重合性の多官能オリゴマー又はモノマーを含有することにより、光硬化
性及び熱硬化性が向上する。
上記多官能オリゴマー又はモノマーは、重量平均分子量が１万以下であるものが好ましく
、より好ましくは加熱又は光の照射による粘着剤層の三次元網状化が効率よくなされるよ
うに、その分子量が５０００以下でかつ分子内のラジカル重合性の不飽和結合の数が２～
２０個のものである。本発明において、重量平均分子量はゲルパーミエーションクロマト
グラフィを用いて決定ことができ、例えばカラムとしてＨＳＰｇｅｌ　ＨＲ　ＭＢ－Ｍ　
６．０×１５０　ｍｍ、溶出液としてＴＨＦを用い、４０℃で測定し、ポリスチレン標準
により決定することができる。
【００２４】
上記多官能オリゴマー又はモノマーは、例えば、トリメチロールプロパントリアクリレー
ト、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレー
ト、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールモノヒドロキシ
ペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート又は上記同様のメタク
リレート類等が挙げられる。その他、１，４－ブチレングリコールジアクリレート、１，
６－ヘキサンジオールジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、市販の
オリゴエステルアクリレート、上記同様のメタクリレート類等が挙げられる。これらの多
官能オリゴマー又はモノマーは、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい
。
【００２５】
上記粘着剤層は、シリコーン化合物を含有する。
粘着剤層がシリコーン化合物を含有することで、２００℃以上の高温環境下に置かれても
粘着剤層の焦げ付き等を防止し、剥離時には被着体界面にブリードアウトして、剥離を容
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易にすることができる。また、上記シリコーン化合物が粘着剤層中で上記Ａ／Ｂを満たす
ように分布していることで、被着体に対する充分な密着性を持ちながらも軽剥離性に優れ
た粘着テープとすることができる。
【００２６】
上記シリコーン化合物は、上記粘着剤と架橋可能な官能基を有することが好ましい。
上記シリコーン化合物が上記粘着剤と架橋可能な官能基を有することにより、光照射又は
加熱することにより上記粘着剤と化学反応して、上記シリコーン化合物が粘着剤中に取り
込まれることから、被着体にシリコーン化合物が付着して汚染してしまうことを抑止でき
る。
【００２７】
上記シリコーン化合物のシリコーン骨格は特に限定はされず、Ｄ体、ＤＴ体のいずれでも
よい。
上記シリコーン化合物は、上記粘着剤と架橋可能な官能基をシリコーン骨格の側鎖又は末
端に有することが好ましい。
なかでも、Ｄ体のシリコーン骨格を有し、かつ、末端に上記粘着剤と架橋可能な官能基を
有するシリコーン化合物を用いると、高い密着性を発揮しながら、薬液処理や２００℃以
上の高温処理後を経ても糊残りなく剥離することができる。
【００２８】
上記粘着剤と架橋可能な官能基は、上記粘着剤に応じて適当なものを選択して用いる。例
えば、上記粘着剤が上記分子内にラジカル重合性の不飽和結合を有する（メタ）アクリル
酸アルキルエステル系の重合性ポリマーを主成分とする光硬化型接着剤又は熱硬化型接着
剤である場合には、（メタ）アクリル基と架橋可能な官能基を選択する。
上記（メタ）アクリル基と架橋可能な官能基は、不飽和二重結合を有する官能基であり、
具体的には例えば、ビニル基、（メタ）アクリル基、アリル基、マレイミド基等が挙げら
れる。
【００２９】
上記シリコーン化合物の官能基当量は特に限定されないが、好ましい下限は１、好ましい
上限は２０である。上記官能基当量が１以上であると、シリコーン化合物が充分に上記粘
着剤に取り込まれ、被着体の汚染を抑制することができ、また、より高い剥離性を発揮で
きる。上記官能基当量が、２０以下であると、充分な粘着力を得ることができる。上記官
能基当量のより好ましい上限は１０であり、より好ましい下限は２、更に好ましい上限は
６である。
【００３０】
上記シリコーン化合物の重量平均分子量は特に限定されないが、好ましい下限は３００、
好ましい上限は５００００である。上記重量平均分子量が３００以上であると、耐薬品性
、耐熱性が向上し、５００００以下であると、上記粘着剤との混合が良好になる。上記重
量平均分子量のより好ましい下限は４００、より好ましい上限は１００００であり、更に
好ましい下限は５００、更に好ましい上限は５０００である。
【００３１】
上記シリコーン化合物を合成する方法は特に限定されず、例えば、ＳｉＨ基を有するシリ
コーン樹脂と、上記粘着剤と架橋可能な官能基を有するビニル化合物とをハイドロシリレ
ーション反応により反応させて、シリコーン樹脂に上記粘着剤と架橋可能な官能基を導入
する方法が挙げられる。また、シロキサン化合物と、上記粘着剤と架橋可能な官能基を有
するシロキサン化合物とを縮合反応させる方法も挙げられる。
【００３２】
上記シリコーン化合物のうち市販されているものは、例えば、信越化学工業社製のＸ－２
２－１６４、Ｘ－２２－１６４ＡＳ、Ｘ－２２－１６４Ａ、Ｘ－２２－１６４Ｂ、Ｘ－２
２－１６４Ｃ、Ｘ－２２－１６４Ｅ等の両末端にメタクリル基を有するシリコーン化合物
が挙げられる。また、信越化学工業社製のＸ－２２－１７４ＤＸ、Ｘ－２２－２４２６、
Ｘ－２２－２４７５等の片末端にメタクリル基を有するシリコーン化合物や、ダイセルサ
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イテック社製のＥＢＥＣＲＹＬ３５０、ＥＢＥＣＲＹＬ１３６０等のアクリル基を有する
シリコーン化合物も挙げられる。更に、東亞合成社製のＡＣ－ＳＱ　ＴＡ－１００、ＡＣ
－ＳＱ　ＳＩ－２０等のアクリル基を有するシリコーン化合物や、東亞合成社製のＭＡＣ
－ＳＱ　ＴＭ－１００、ＭＡＣ－ＳＱ　ＳＩ－２０、ＭＡＣ－ＳＱ　ＨＤＭ等のメタクリ
ル基を有するシリコーン化合物等も挙げられる。
【００３３】
なかでも、上記シリコーン化合物は、耐薬品性、耐熱性が特に高く、極性が高いために粘
着テープからのブリードアウトが容易であることから、下記一般式（Ｉ）、一般式（ＩＩ
）、一般式（ＩＩＩ）で表される、シロキサン骨格に（メタ）アクリル基を有するシリコ
ーン化合物が好適である。
【００３４】
【化１】

【００３５】
式中、Ｘ及びＹは、それぞれ独立して、０～１２００の整数を表し（但し、Ｘ及びＹがい
ずれも０の場合を除く。）、Ｒは不飽和二重結合を有する官能基を表す。
【００３６】
上記一般式（Ｉ）、一般式（ＩＩ）、一般式（ＩＩＩ）で表される、シロキサン骨格に（
メタ）アクリル基を有するシリコーン化合物のうち市販されているものは、例えば、ダイ
セルサイテック社製のＥＢＥＣＲＹＬ３５０、ＥＢＥＣＲＹＬ１３６０（いずれもＲがア
クリル基）等が挙げられる。
【００３７】
上記シリコーン化合物の含有量は、上記粘着剤１００重量部に対して１重量部以上４０重
量部以下であることが好ましい。
シリコーン化合物の含有量が１重量部以上であると、被着体からの剥離がより容易となり
、４０重量部以下であると、被着体の汚染をより抑制することができる。被着体からの剥
離性および汚染性をさらに抑制する観点から、上記シリコーン化合物の含有量は１０重量
部以上であることがより好ましく、３０重量部以下であることがより好ましい。
【００３８】
上記粘着剤層は、更に、ヒュームドシリカ等の無機フィラーを含有してもよい。無機フィ
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ラーを配合することにより上記粘着剤層の凝集力が上がる。このため、上記粘着剤層がヒ
ュームドシリカ等の無機フィラーを含有する場合、粘着テープが不要となったときに、粘
着テープを被着体から糊残りすることなく更に容易に剥離できる。
【００３９】
上記粘着剤層は架橋剤を含有することが好ましい。
架橋剤を含有することで、粘着剤層の凝集力が高まり、粘着力を高めることができる。
上記架橋剤は特に限定されず、例えば、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、ア
ジリジン系架橋剤、金属キレート系架橋剤等が挙げられる。なかでも、より粘着力が高ま
ることからイソシアネート系架橋剤が好ましい。
【００４０】
上記粘着剤層中における上記架橋剤の含有量は、上記粘着剤１００重量部に対して０．１
重量部以上２０重量部以下であることが好ましい。
架橋剤が上記範囲で含有されていることで、上記粘着剤を適度に架橋して、粘着力をより
高めることができる。粘着力をより高める観点から、上記架橋剤の含有量のより好ましい
下限は０．５重量部、更に好ましい下限は１．０重量部、より好ましい上限は１５重量部
、更に好ましい上限は１０重量部である。
【００４１】
上記粘着剤層は、可塑剤、樹脂、界面活性剤、ワックス、微粒子充填剤等の公知の添加剤
を含有してもよい。上記添加剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよ
い。
【００４２】
上記粘着剤層は、ゲル分率が４４％以上６７％以下であることが好ましい。
粘着剤層のゲル分率が上記範囲であることで、充分な粘着力で被着体に貼付でき、被着体
をより充分に固定できる。粘着力を良好にする観点から、上記粘着剤層のゲル分率は４７
％以上であることがより好ましく、５０％以上であることが更に好ましく、６４％以下で
あることがより好ましく、６０％以下であることが更に好ましい。なお、上記粘着剤が硬
化型粘着剤である場合、上記ゲル分率は、硬化前のものを指す。
【００４３】
上記粘着剤層の厚みは特に限定されないが、好ましい下限は５μｍ、好ましい上限は５０
０μｍである。上記粘着剤層の厚みがこの範囲内にあることで、充分な粘着力で被着体に
貼付でき、被着体を充分に固定できる。粘着力を良好にする観点から、上記粘着剤層の厚
みのより好ましい下限は１０μｍ、更に好ましい下限は１５μｍ、より好ましい上限は３
００μｍ、更に好ましい上限は２５０μｍ、更により好ましい上限は２００μｍである。
【００４４】
本発明の粘着テープは基材を有するサポートタイプであってもよく、基材を有さないノン
サポートタイプであってもよい。本発明の粘着テープが基材を有するサポートタイプであ
る場合、上記基材層を構成する基材は特に制限されないが、耐熱性を持つ基材であること
が好ましい。このような耐熱性の基材としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート、
ポリエチレンナフタレート、ポリアセタール、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリフェ
ニレンエーテル、ポリブチレンテレフタレート、超高分子量ポリエチレン、シンジオタク
チックポリスチレン、ポリアリレート、ポリサルフォン、ポリエーテルサルフォン、ポリ
フェニレンサルファイド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリイミド、ポリエーテルイミ
ド、フッ素樹脂、液晶ポリマー等が挙げられる。なかでも、耐熱性に優れることからポリ
エチレンナフタレートが好ましい。
【００４５】
上記基材は２３℃におけるＴＤ方向の曲げ剛性が２．３８×１０－７Ｎ・ｍ２以上、２．
９８×１０－５Ｎ・ｍ２以下であることが好ましい。
基材の２３℃におけるＴＤ方向の曲げ剛性が上記範囲であることで、被着体をより確実に
保護できるとともに取り扱い性に優れた粘着テープとすることができる。上記基材の２３
℃におけるＴＤ方向の曲げ剛性は４．１２×１０－７Ｎ・ｍ２以上であることがより好ま
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しく、９．７６×１０－７Ｎ・ｍ２以上であることが更に好ましく、２．０３×１０－５

Ｎ・ｍ２以下であることがより好ましく、１．５３×１０－５Ｎ・ｍ２以下であることが
更に好ましい。ここで、ＴＤ（Ｔｒａｎｓｖｅｒｓｅ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）方向とは、
基材をシート状に押出加工する際の押出方向に対して垂直な方向をいう。
なお、上記曲げ剛性は引張弾性率Ｅと断面二次モーメントＩの積で表される。上記引張弾
性率は、粘弾性スペクトロメーター（例えば、ＤＶＡ－２００、アイティー計測制御社製
等）を用いて、定速昇温引張モード、昇温速度１０℃／分、周波数１０Ｈｚの条件で測定
することができる。また、断面二次モーメントＩは以下の式で表される。
Ｉ＝（テープ基材の厚み）３／１２（ｍ２）
【００４６】
上記基材層の厚さは特に限定されないが、好ましい下限は５μｍ、好ましい上限は２００
μｍである。上記基材層の厚さがこの範囲内であると、適度なコシがあって、取り扱い性
に優れる粘着テープとすることができる。上記基材層の厚さのより好ましい下限は１０μ
ｍ、より好ましい上限は１５０μｍである。
【００４７】
本発明の粘着テープを製造する方法は特に限定されず、従来公知の方法を用いることがで
きる。例えば、溶媒に上記粘着剤と、上記シリコーン化合物と、必要に応じて架橋剤等の
添加剤を配合した粘着剤溶液を、離型処理を施したフィルム上に塗工、乾燥させて粘着剤
層を形成し、基材と貼り合わせることで製造することができる。
【００４８】
本発明の粘着テープの製造において、粘着剤溶液を調製する際に行う攪拌速度と、粘着剤
層を乾燥させる際の加熱量と、粘着テープとした後の養生条件とを調節することで、上記
Ａ／Ｂを満たしやすくすることができる。例えば、上記攪拌速度を早くすると粘着剤層内
のシリコーン化合物がより均一に分散し、遅くするとシリコーン化合物が分散しにくくな
る。上記加熱量を多くすると粘着剤層内のシリコーン化合物がブリードしにくくなり、加
熱量を小さくするとシリコーン化合物のブリードが促進される。上記養生条件を高温、長
期間とすると粘着剤層内のシリコーン化合物のブリードが促進され、低温、短時間とする
とシリコーン化合物がブリードしにくくなる。これらの条件を組み合わせることで、上記
Ａ／Ｂを調節することができる。
【００４９】
本発明の粘着テープは、密着性と軽剥離性に優れることから、電子部品を仮固定するため
に有利に用いることができる。特に、半導体を製造する際の部材の仮固定のための粘着テ
ープ（半導体製造用仮固定粘着テープ）として有利に用いることができ、具体的には、半
導体パッケージの製造においてダイシングとスパッタリングとピックアップを一連の工程
として行う際に半導体パッケージを保護するための保護テープとして好適に用いることが
できる。
【発明の効果】
【００５０】
本発明によれば、被着体を充分に固定できる密着性と、軽剥離性とを両立した粘着テープ
を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００５１】
以下に実施例を挙げて本発明の態様を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例にの
み限定されるものではない。
【００５２】
（メインポリマーの調製）
温度計、攪拌機、冷却管を備えた反応器を用意し、この反応器内に、２－エチルヘキシル
アクリレート９４重量部、アクリル酸１重量部、２－ヒドロキシエチルアクリレート５重
量部、ラウリルメルカプカプタン０．０１重量部と、酢酸エチル１８０重量部を加えた後
、反応器を加熱して還流を開始した。続いて、上記反応器内に、重合開始剤として１，１
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－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン０．０１重
量部を添加し、還流下で重合を開始させた。次に、重合開始から１時間後及び２時間後に
も、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン
を０．０１重量部ずつ添加し、更に、重合開始から４時間後にｔ－ヘキシルパーオキシピ
バレートを０．０５重量部添加して重合反応を継続させた。そして、重合開始から８時間
後に、固形分５５重量％、重量平均分子量６０万の官能基含有（メタ）アクリル系ポリマ
ーの酢酸エチル溶液を得た。
得られた官能基含有（メタ）アクリル系ポリマーを含む酢酸エチル溶液の樹脂固形分１０
０重量部に対して、官能基含有不飽和化合物として２－イソシアナトエチルメタクリレー
ト３．５重量部を加えて反応させて粘着剤層を構成する粘着剤であるメインポリマーの酢
酸エチル溶液を得た。
【００５３】
（実施例１）
得られたメインポリマーの酢酸エチル溶液の固形分１００重量部に対してシリコーン化合
物１重量部、フィラー３重量部、ウレタンアクリレート１０重量部、架橋剤０．２重量部
、光重合開始剤１重量部を加え、１００ｒｐｍの攪拌速度で混合し、粘着剤溶液を得た。
次いで、粘着剤溶液を表面に離型処理が施されたポリエチレンテレフタレートフィルムの
離型処理面上に乾燥皮膜の厚さが４０μｍとなるようにドクターナイフで塗工し１０５℃
、５分間加熱乾燥させて粘着剤層を得た。得られた粘着剤層と片面にコロナ処理を施した
基材ａのコロナ処理面とを貼り合わせて、４０℃で６日間養生することで粘着テープを得
た。なお、基材ａ、シリコーン化合物、フィラー、ウレタンアクリレート、架橋剤、光重
合開始剤は以下のものを用いた。
基材ａ：ポリエチレンナフタレート、Ｑ８３－５０、帝人社製、厚み５０μｍ、２３℃に
おけるＴＤ方向の曲げ剛性１．９１×１０－６Ｎ・ｍ２

シリコーン化合物：シリコンジアクリレート、ＥＢＥＣＲＹＬ　３５０、ダイセル・オル
ネクス社製、重量平均分子量１０００
フィラー：シリカフィラー、レオロシール　ＭＴ－１０、トクヤマ社製
ウレタンアクリレート：ＵＮ－５５００、根上工業社製
架橋剤：イソシアネート系架橋剤、コロネートＬ、日本ウレタン工業社製
光重合開始剤：イルガキュア３６９、ＢＡＳＦ社製
【００５４】
（実施例２～１８、比較例１～３）
離型剤の配合量、粘着剤溶液調製時の攪拌速度、粘着剤層形成時の加熱量及び養生条件を
表１、２の通りとした以外は実施例１と同様にして粘着テープを得た。なお、基材ｂ、ｃ
は具体的には以下のものを用いた。また、実施例２については基材を用いず、粘着剤層を
そのまま粘着テープとした。
基材ｂ：ポリエチレンテレフタレート、ルミラー＃１２５－Ｘ６Ｋ７、東レ社製、厚み１
２５μｍ、２３℃におけるＴＤ方向の曲げ剛性２．９８×１０－５Ｎ・ｍ２

基材ｃ：ポリエチレンナフタレート、Ｑ８３－２５、帝人社製、厚み２５μｍ、２３℃に
おけるＴＤ方向の曲げ剛性１．２２×１０－７Ｎ・ｍ２

【００５５】
＜物性＞
実施例及び比較例で得られた粘着テープについて、以下の測定を行った。
結果を表１、２に示した。
【００５６】
（粘着剤層のゲル分率の測定）
得られた粘着テープの粘着剤層を０．１ｇこそぎ取って酢酸エチル５０ｍｌ中に浸漬し、
振とう機で温度２３度、１２０ｒｐｍの条件で２４時間振とうした（以下、こそぎ取った
非粘着剤層のことを粘着剤組成物という）。振とう後、金属メッシュ（目開き＃２００メ
ッシュ）を用いて、酢酸エチルと酢酸エチルを吸収し膨潤した粘着剤組成物を分離した。
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分離後の粘着剤組成物を１１０℃の条件下で１時間乾燥させた。乾燥後の金属メッシュを
含む粘着剤組成物の重量を測定し、下記式を用いて粘着剤層のゲル分率を算出した。
ゲル分率（重量％）＝１００×（Ｗ１－Ｗ２）／Ｗ０

（Ｗ０：初期粘着剤組成物重量、Ｗ１：乾燥後の金属メッシュを含む粘着剤組成物重量、
Ｗ２：金属メッシュの初期重量）
【００５７】
（Ａ／Ｂの測定）
得られた粘着テープの粘着剤層表面に対して、高圧水銀紫外線照射機を用いて、４０５ｎ
ｍの紫外線を、粘着剤層表面への照射量が２５００ｍＪ／ｃｍ２となるように照射した。
その後、粘着剤層表面に対してアルバック・ファイ社製「ＰＨＩｎａｎｏＴＯＦＩＩ」を
用いて、Ｂｉ３

＋＋イオンガンを測定用の一次イオン源としてＴＯＦ－ＳＩＭＳの測定を
行った。得られた測定結果から、シリコーン化合物由来の質量数２８のピークを基に、Ｓ
ｉイオン強度比０（Ｓｉイオン強度／全体イオン強度）を得た。
次いで、Ｓｉイオン強度比０を測定した粘着剤層の表面部分に、アルゴンクラスターイオ
ン（電圧：５ＫＶ、５ｎＡ）をスパッタリング用のスパッタ源（二次イオン源）として１
回イオンスパッタリングを行い、上記Ｓｉイオン強度比０と同様にして、ＴＯＦ－ＳＩＭ
Ｓを用いてＳｉイオン強度比１を得た。その後、スパッタリング及びＴＯＦ－ＳＩＭＳ測
定を繰り返し、Ｓｉイオン強度比０～２５を得た。
得られたＳｉイオン強度比０～２５から、Ｓｉイオン強度比１～５の平均値（Ａ）とＳｉ
イオン強度比２０～２５の平均値（Ｂ）を算出し、これを基にＡ／Ｂを算出した。なお、
ＴＯＦ－ＳＩＭＳの測定条件及びスパッタリングの条件は以下の通りである。
【００５８】
（ＴＯＦ－ＳＩＭＳの測定条件）
装置：アルバック・ファイ社製、ＰＨＩ　ｎａｎｏＴＯＦＩＩ
一次イオン：３０ＫＶ、Ｂｉ３

＋＋、０．５μＡ（電流値）
一次イオンスキャン範囲（測定領域）：２００μｍ×２００μｍ
二次イオン検出モード：ｎｅｇａｔｉｖｅ
スキャン数：３ｓｃａｎ／回
チャージ補正：Ｅ－Ｎｅｕｔ＋Ｉ－Ｎｅｕｔ
【００５９】
（スパッタリングの条件）
スパッタイオン：アルゴンクラスターイオン（５ＫＶ、５ｎＡ）
スパッタ時間：１０ｓ／回
スパッタリング領域：８００μｍ×８００μｍ
【００６０】
＜評価＞
実施例及び比較例で得られた粘着テープについて、以下の方法により評価を行った。
結果を表１、２に示した。
【００６１】
（半導体パッケージの製造）
７０×１５０ｍｍのすでにモールド樹脂で封止されている半導体パッケージに、得られた
粘着テープを貼り合わせた。次いで、高圧水銀紫外線照射機を用いて、４０５ｎｍの紫外
線を粘着剤層表面への照射量が２５００ｍＪ／ｃｍ２となるよう照射して、粘着剤層を架
橋、硬化させた。次いで、１５×８ｍｍとなるように粘着テープとパッケージをダイシン
グカットした。次いで、通常のスパッタリング条件で半導体パッケージをスパッタリング
し、Ｃｕの膜を形成した。その後半導体パッケージをニードルピックアップにより粘着剤
層から剥離した。
【００６２】
（ダイシング性の評価）
上記半導体パッケージの製造において、ダイシング終了後の半導体パッケージを無作為に
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５０個選び出した。選び出した半導体パッケージを光学顕微鏡にて観察して、端部の剥離
の有無を観察し、下記基準でダイシング剥がれを評価した。
Ｓ：５０個のサンプルの内、３００μｍ以上剥離したサンプルがなかった
Ａ：５０個のサンプルの内、３００μｍ以上剥離したサンプル数が５％未満であった
Ｂ：５０個のサンプルの内、３００μｍ以上剥離したサンプル数が５％以上、１０％未満
だった
Ｃ：５０個のサンプルの内、３００μｍ以上剥離したサンプル数が１０％以上だった
【００６３】
（ピックアップ性の評価）
上記半導体パッケージの製造で得られた半導体パッケージ１００個の内ピックアップ不良
が生じた半導体パッケージの数を計測し、下記基準でピックアップ性を評価した。
Ｓ：ピックアップ不良が生じたパッケージが１つもない
Ａ：ピックアップ不良が生じたパッケージが１～２個ある
Ｂ：ピックアップ不良が生じたパッケージが３～１０個ある
Ｃ：ピックアップ不良が生じたパッケージが１１～３０個ある
Ｄ：ピックアップ不良が生じたパッケージが３１個以上ある
【００６４】
（汚染性の評価）
上記半導体パッケージの製造において、ニードルピックアップ後の半導体パッケージを観
察し、下記基準で汚染性を評価した。
Ｓ：半導体パッケージにテープからの残渣が全く見られない。
Ａ：半導体パッケージ（全体の１％未満）にテープからの残渣が顕微鏡等の観察により見
られる
Ｂ：目視により一部半導体パッケージ（全体の１％未満）でテープからの残渣が見られる
Ｃ：目視により１％以上９０％未満の半導体パッケージでテープからの残渣が見られる
Ｄ：目視により９０％以上の半導体パッケージがテープからの残渣が見られる
【００６５】
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【表１】

【００６６】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００６７】
本発明によれば、被着体を充分に固定できる密着性と、軽剥離性とを両立した粘着テープ
を提供することができる。
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